
 

２０２５年度 新任担当課長等（人事評価第２次評価者）研修 

「管理監督者の危機管理とコンプライアンス」委託仕様書 

 

 

１ 実施研修、時期及び時間 

(1) 実施研修及び時期 

新任担当課長等（人事評価第２次評価者）研修 

「管理監督者の危機管理とコンプライアンス」 

第１回 2025 年５月８日（木）から同年６月１３日（金）までの期

間の開庁日で、２回実施する。(委託業者決定後、別途打ち

合わせにより決定。各回は重複しない日程で実施するこ

と。) 
第２回 

  ※ 内容については各回とも同一の内容とする。 

 (2) 実施時間 

各回 ２時間５０分 

：午前９時３０分から午後０時２０分まで 

 

２ 受講対象者 

・２０２５年度に新たに「人事評価制度の第２次評価者」となった職員  

 

 人事評価制度の第２次評価者とは、数名から数十名で構成される組織内の部下の

人事評価において、グループ班長（第１次評価者）の評価も踏まえて評価を行い、

面談を通じてフィードバックを実施する役割の職員。年齢は概ね５０代である。 

 

 

３ 受講人員（定員） 

約９０人 × ２回 ＝ 約１８０人 

 

４ 研修会場 

愛知県自治研修所 

名古屋市中区丸の内２丁目５番１０号 

電話０５２－２２３－３９０２ 

 

５ 使用可能施設及び設備 

(1) 講堂（定員２４０人程度） 

(2) 講師用ノートパソコン（外付け光学ドライブあり） 

(3) 書画カメラ 



 

(4) プロジェクタ（ＨＤＭＩ端子、もしくはＤ-ｓｕｂ端子の接続ケーブル含む。）  

(5) スクリーン 

(6) ホワイトボード（マーカ・マーカ消し・マグネットを含む。） 

 

６ 研修目的等 

 

本研修を実施する目的（ねらい） 

業務の中に潜む様々なリスクを認識し、管理体制や判断・合意形成のプロセス想定を整備す

ること、そして有事の際に的確に対応することは、管理職の最も重要な役割の一つであり、管

理監督者としての責務でもある。また、県民の信頼を損なうことなく円滑に業務を遂行する上

でも不可欠となる。 

その中でも特にコンプライアンス違反によるリスク及び人命にかかわるリスクについては、

その社会的影響の大きさ等から重点的に取り組む必要があるため、様々なリスクマネジメント

について、その手法を学ぶとともに、有事の際に的確に対応できる能力を身に付け、自身の職

場の意識高揚と管理体制の充実を図ることを目的として、本研修を実施するものである。 

研修の到達目標 

管理職に必要なコンプライアンス遵守の意義及びリスクマネジメントの知識、手法、スキ

ルを学び、日頃からの管理体制の整備や対策を講じるとともに、有事の際に的確に対応する

ための考え方やノウハウを修得する。 

身に付けさせたい主な能力・ノウハウ等 

（1）身に付けさせたい主な能力は、別紙１－１及び１－２のとおり。 

（2）別紙１－１又は１－２に定義の無い能力・ノウハウ等については、次のとおり。 

ア コンプライアンス（法令・社会規範等）遵守の意義の理解。 

イ 様々なリスクに対する対応ノウハウと、職場の意識高揚の手法。 

ウ 記者会見等の説明対応ノウハウ。 

留意点 

 なし。 

 

 

７ 研修方法及びカリキュラム等 

 

研修方法 

講義及び演習 

派遣講師数 

各回１名以上 



 

カリキュラム 

打ち合わせの上決定することとするが、次の内容は必ず盛り込むこと。 

（1）管理職は、組織運営を実施する上で様々なリスクを認識し、管理体制や判断・合意形成の

プロセス想定を整備すること、そして有事の際に的確に対応することが重要な役割であ

り、責務であることを受講者に認識させること。 

（2）コンプライアンス（法令・社会規範等）遵守の意義を内部統制やマネジメントの観点から

行政に関する事例等を紹介して説明し、受講者の意識を啓発すること。（併せて、コンプ

ライアンス遵守に関するリスク対策や対応の失敗によって引き起こされた行政への影響等

の事例を紹介することが望ましい。） 

（3）行政に関する事例からどのような観点でリスクを捉え、日頃の対策を行い、有事の際に対

応すべきかを問いかけ、受講者の職場に置き換えて考えさせること。 

（4）職場内の危機管理の意識を高揚させるための手法を紹介するとともに、受講者に対してど

う取り組むのかを考えさせること。 

留意点 

（1）受講者がより実践的な知識・技能を身に付けられるよう、行政における事例を多く扱うと

ともに演習や振り返りの時間を多く取り入れること。また、受講者同士の意見交換及び情

報交換の機会を多く与えること。 

（2）本県の人材育成の方針については「愛知県人材育成基本方針」を参考にすること。 

 

８ その他 

(1) 研修を実施するに当たっては、企画提案の際、「６ 研修目的等」「７ 研

修方法及びカリキュラム等」に基づき県に提示した内容・方法から逸脱しない

こと。また、本仕様書以上の要件及び条件等を提案した場合には、それを順守

すること。 

なお、改善等を目的とした修正がある場合には、別途県との協議を行うこと。 

(2) 講師について、その特性及び研修の実施状況などにより、変更が必要になっ

た場合には、協議を行うものとする。また、災害や体調不良等により予定して

いた講師が研修会場に来ることができない場合は、代わりの講師が実施、若し

くはオンライン（代わりの講師含む）で実施、又は研修日程を変更すること等

を協議するものとする。 

(3) 研修費用には、企画料、講師派遣料、講師派遣旅費、教材費（テキスト編集

を含む。）その他研修に要する一切の費用を含むものとする。 

(4) 愛知県情報公開条例に基づき、開示請求のあった場合には請求者に対してテ

キスト類を開示する可能性がある。 

(5) 災害や天候等、県のやむを得ない事情により研修日程の変更が必要になった

場合には、協議を行うものとする。 

(6) 事前課題の有無（ある場合は資料の送付まで）、研修当日の準備機材（ホワ



 

イトボード、書画カメラ等）、講師の来所詳細（到着時間、場所）及び研修形

態（講義形式、演習形式等）を別途県が指定する日までに県に回答すること。 

(7) (6)の研修当日の準備機材等の最終確認を研修３週間前までに行うものとす

る。なお、テキスト類は、県と事前に協議した上で編集・製作し、目安として

研修の２週間前に紙媒体で県自治研修所に送付するものとする（事情により送

付時期が異なる場合には、別途県に相談すること。）。 

(8) 本県における標準職務遂行能力（職務を遂行する上で発揮することが求めら

れる能力）は別紙２－１及び２－２のとおり（本研修の対象者については、職

務の種類は「行政職等」「研究職」、職制上の段階は主に「課長級」が該当す

る。）である。 

別紙２－１及び２－２の内容は主にＯＪＴを中心に開発すべき能力標準であ

るが、本研修を実施するにあたっては、身に付けるべき能力の習熟度（レベル

／深さ）の目安として研修内容と標準職務遂行能力との整合性を図ること。 

 










